予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：成人病予防費　　　
	事業名　小児・ＡＹＡ世代のがん等成育医療支援体制
強化事業費補助金〈地域医療介護総合確保基金〉


   （この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　健康福祉部保健医療課健康推進室がん対策係　電話番号：058-272-1111（内2559 ）  　　　　　　　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
１　事業費 　7,750千円（前年度予算額：7,750千円）
＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財 産収 入
	寄附金
	繰入金
	県債
	一　般

財　源

	前年度
	7,750
	0
	0
	0
	0
	0
	7,750
	0
	0

	要求額
	7,750
	0
	0
	0
	0
	0
	7,750
	0
	0

	決定額
	7,750
	0
	0
	0
	0
	0
	7,750
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　　小児期（0～14才）やＡＹＡ世代（15才～39才）にがんやてんかん等
の疾患を抱えることは、心身の負担以外にも、二次がん、晩期障害、妊よ
う性等、様々な問題を抱えることになる。

しかし、患者数も少なく希少性が高いため、受診した医療機関によって
は、適切な時期に必要な医療や支援が提供されない可能性もある。
岐阜大学医学部附属病院は、小児やＡＹＡ世代のがんやてんかん等につ
いて専門性が高い治療や支援を提供できる体制にあるため、平成29年度
に「小児・ＡＹＡ世代のがん等成育医療相談支援センター」を設置し、医
療や相談が県内で集約して受けられる体制を整備した。
しかし、患者や家族が専門性の高い治療と必要な支援を安心して受ける
ためには、相談支援センターを継続的に維持し、県民や医療従事者の認知

を高め、多職種の専門家による中長期的な支援体制を整備する必要がある。
・岐阜県の小児・ＡＹＡ世代(*)のがん罹患数：312人（平成25年次地域がん登録）
・小児慢性特定疾患受給者：1,029人(平成29年度末)
・難治性の神経疾患であるてんかんの治療者：1757人（但し全年齢）
(平成29年次自立支援医療受給者数)
　　　　　*AYA世代：思春期・若年成人である15～39才の年代のことをいう。
（２）事業内容

ア　相談支援センターの設置
岐阜県がん診療連携拠点病院である岐阜大学医学部附属病院に、「岐阜
県小児・ＡＹＡ世代のがん等成育医療相談支援センター」（以下「センタ
ー」という。）を設置する。
センターには、専門医や相談員を配置し、県内医療機関との連携のもと
患者の集約化を行い、高度かつ専門的な医療及び相談支援を提供する。
　　イ　医療連携会議の開催

地域がん診療連携拠点病院（岐阜県総合医療センター、岐阜市民病院、
大垣市民病院、木沢記念病院、岐阜県立多治見病院、高山赤十字病院）

及び神経小児科外来を持つ国立長良医療センターと、センターでの相談体

制や相談内容、成果や課題について共有するため、医療連携会議を開催
する。

ウ　医療従事者向け研修会の開催

医療技術や療養支援等に関する研修会を開催し、従事者の資質の向上を
　　　図る。
エ　県民公開講座の開催

センターの周知や、小児・ＡＹＡ世代のがん及びてんかん等についての

　　　知識の普及を図る。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　　国の第３期がん対策推進基本計画及び第３次岐阜県がん対策推進計画において小児やＡＹＡ世代への支援の充実は明記されており、県内の専門的な医療・相談支援体制の整備を図ることは県として実施すべき事業であり妥当である。
　　　　
（４）類似事業の有無　　
　　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	補助金
	7,750
	補助対象者：岐阜大学医学部附属病院

	合計
	7,750
	


	　決定額の考え方　




　　　　　
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	何をいつまでにどのような状態にしたいのか

小児・ＡＹＡ世代のがんやてんかん等、長期に療養が必要な疾患について、患者や家族が専門性の高い治療と必要な支援を安心して受けることができるよう、岐阜大学医学部附属病院に専門医等を配置した「小児・ＡＹＡ世代のがん等成育医療相談支援センター」を設置し、医療や相談支援体制の充実を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	センターへの相談件数
	－
（H28 ）
	
	
	76
（H29）
	増加
（Ｈ31）
	－



○指標を設定することができない場合の理由
	　


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

 ・相談支援センターの設置　平成29年12月
 ・医療連携会議の開催　　　平成30年11月12日　
・医療従事者向け研修会　　平成31年3月予定
 ・県民公開講座　　　　　　平成30年11月23日　
　　　　　　　　　　　　　　講演会「5度の手術と乳房再建1800日」


（前年度の成果）
	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
相談支援センターが設置され、医療従事者や県民公開講座等の具体的な事業の展開が図られ、医療連携体制の構築が図られつつある。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	小児やＡＹＡ世代のがんやてんかん等の長期に支援が必要な疾患については、患者数も少なく希少性が高いため、患者の集約化と、専門医等による高度で専門的な医療及び相談支援の提供が必要である。このため、都道府県がん診療連携拠点病院に、専門医を配置した相談支援センターを設置する必要性は高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

－
	「第３次がん対策基本計画」において、小児がん対策や長期慢性的な疾患の相談支援体制の充実が必要としており、県としても取り組むべき分野である


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　 

　 －

	岐阜大学医学部附属病院は、都道府県がん診療連携拠点病院であるため、小児やＡＹＡ世代のがん患者への支援についても専門的知識と経験がある。また、地域の医療機関をけん引していく役割があるため、県下全域を対象とした事業が効率よくできる。
また、小児やＡＹＡ世代への専門的な診療科（小児科、小児神経科、生殖医療ネットワーク等）や体制（院内学級）等があり、診療の実績と支援のノウハウを有している。


（今後の課題）

	事業が直面する課題や改善が必要な事項
　特になし



（次年度の方向性）
	継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　センターの開設とネットワークの構築が図られるまで、事業の継続が必要である。


